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国立大学法人愛媛大学                      法人番号：７０  
 

申立ての内容 申立てへの対応 

【評価項目】 

（Ⅲ）社会との連携や社会貢献及び地域を

志向した教育・研究に関する目標 

２．中期目標の達成状況 

（１）地域創生機能の強化に関する目標 

 

【原文】 

評価結果 

中期目標の達成に向けて順調に進んでいる 

 

判断理由 

「地域創生機能の強化に関する目標」に係

る中期目標（小項目）１項目のうち、１項

目が「進捗している」であり、これらを総

合的に判断した。 

 

判定 

【３】中期目標の達成に向けて進捗してい

る 

 

判断理由 

○ 中期計画の判定がすべて「中期計画を実

施している」以上であり、かつ中期計画の

実施により、小項目の達成が見込まれる。 

 

≪特記事項≫ 

（特色ある点） 

○ 平成28年度から令和元年度に、県内の自

治体・各種団体・企業等との間で新たに13

件の連携協定を締結し、地域連携ネットワ

ークの充実を図るとともに、中期計画の数

値目標である「新たに10件以上の連携協定

を締結」を達成している。また、これらの

取組により、愛媛県内20市町全ての連携協

定を締結している。 

 

 

【対応】 

 原案のとおりとする。 

 

【理由】 

 達成状況報告書等では、当該取組がなさ

れていることは確認できるものの、「優れ

た点」とまではいえない。 

 また、当該小項目達成に向けた取組や活

動、成果からみて、「優れた実績を上げて

いる」とまではいえない。 

中 期 目 標 の 達 成 状 況 に 関 す る 評 価 結 果 
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【申立内容】 

【修正文案】の通り変更願いたい。 

 

【修正文案】 

評価結果 

中期目標の達成に向けて計画以上の進捗状

況にある 

 

判断理由 

「地域創生機能の強化に関する目標」に係

る中期目標（小項目）１項目のうち、１項

目が「優れた実績を上げている」であり、

これらを総合的に判断した。 

 

判定 

【４】中期目標の達成に向けて進捗し、優

れた実績を上げている 

 

判断理由 

○ 中期計画の判定がすべて「中期計画を実

施している」以上であり、かつ中期計画の

実施により、小項目の達成が見込まれる。 

○ また、特記事項を判断要素とし、総合的

に判断した結果、「愛媛県内20市町全てと

の連携協定締結及びこれを基盤とした地方

創生の実践」が優れた点として認められる

など「優れた実績」が認められる。 

 

≪特記事項≫ 

（優れた点） 

○ 平成28年度から令和元年度に、県内の自

治体・各種団体・企業等との間で新たに13

件の連携協定を締結し、地域連携ネットワ

ークの充実を図るとともに、中期計画の数

値目標である「新たに10件以上の連携協定

を締結」を達成している。また、これらの

取組により、愛媛県内20市町全ての連携協

定を締結し、この連携協定を基盤として、

地域産業特化型研究センターと地域協働型

センターを県内全域に展開している。これ

により、南予水産研究センターにおける新
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規養殖魚スマの大規模事業化による研究成

果の社会実装など、実際に地方創生に結び

ついている。 

 

【理由】 

中期計画3-1-1-2は、「個性の伸長に向け

た取組」に特に関連する中期計画であり、

かつ、文部科学省国立大学法人評価委員会

から「戦略性が高く意欲的な計画」と認め

られたものである。こうした中、数値目標

として掲げた「新たに10件以上の連携協定」

を上回る13件の連携協定を締結したことに

加え、愛媛県内20市町全てとの連携協定を

締結したことは、特色ある点である。 

更に、この県内全市町との連携協定を基

盤として、「地域産業特化型研究センター」

である「南予水産研究センター」と「紙産

業イノベーションセンター」を設置すると

ともに、より多機能で広範な地域対応を目

的に、東予地域に「地域協働センター西条」

を、南予地域に「地域協働センター南予」

を設置した。これら地域産業特化型研究セ

ンターと地域協働型センターを県内全域に

展開し、教職員・学生が現地に常駐し、最

先端の研究成果を地域の課題解決に繋げる

取組は、「愛媛大学方式」として特異的な

取組である。中でも、愛南町に設置した「南

予水産研究センター」では、養殖業が盛ん

な愛媛県南予地域における、魚価低迷、飼

料高騰及び赤潮や魚病の影響を受けやすい

少品目大量生産に依存しているという課題

に対し、産学官連携による養殖スマの事業

化を進め、平成28年に日本で初めて完全養

殖に成功し、「伊予の媛貴海」や「媛スマ」

のブランド魚として、県内だけでなく首都

圏や関西圏で販売が開始されるなど、研究

成果の社会実装の完遂段階にあり、実際に

地方創生に結びついている。（根拠資料

70-K3-2） 

以上のことから、上記修正文案のとおり

変更願いたい。 

 


